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概要

新卒一括採用は日本の労働市場の大きな特徴である．就職市場では新卒者が優先され，

就職できずに卒業してしまった人はその後の就職活動で格段に不利な扱いをうける．な

ぜ新卒者が好まれるのか，といったことは労働経済学や社会学で議論されているが，経

済学の理論モデルを使った議論はほとんど行われていない．そこで本稿では，終身雇用

の企業が求職者に面接試験を行って採用を決めるゲーム理論モデルを考え，新卒一括採

用のしくみを分析する．また新卒と既卒を判別不能にする政策がとられた場合，就職市

場ゲームの均衡がどう変化するかも考察する．

キーワード 新規学卒者一括採用，既卒者，就職活動，終身雇用，ゲーム理論

1 はじめに

新卒一括採用は日本の労働市場を語る上で欠かせない要素の１つである 1)．多くの人にとっ

て就職の最大のチャンスは新卒になるときであり，基本的に一生に一度しかない．いったん

卒業してしまうと，就職機会は量・質ともに格段に少なくなってしまう．就職という重大な

選択が人生のあいだの新卒時という特定の一点に限られるのはおかしいという問題意識は以

前からあり，是正に向けた取り組みや提案は行われてきたものの，今のところ質的に大きな

変化は見られない．新卒一括採用は簡単には変わらない安定的な慣行になっていると言える．

これに対する自然な解釈は，新卒一括採用が日本経済における均衡になっているというも

のである．つまり個々のプレーヤー（企業や求職者）が各自にとって最善な選択をした結果

が，新卒一括採用として現れているということである．こうした趣旨の評論はよく行われる

のだが，経済学の数理モデルを使った理論分析はほとんど行われていない 2)．そこで本稿で

は，新卒一括採用の経済理論モデルを提示・考察することにする．その応用として，新卒者

か既卒者かを企業が判別できないようにする政策がとられた場合に，就職市場の均衡がどう

変化するかを考察する．
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2 モデル

時間は離散で無限に続く．毎期 t = 1,2, . . . において新卒の求職者が N人登場する．求職者

には良い労働者になる人と，悪い労働者になる人の２種類が存在する．良い労働者になる人

の割合を gとする．ただし 0 < g < 1は定数である．特定の求職者がどちらのタイプの労働者

になるかは求職者自身も企業も分からないとする．ただし企業は求職者を面接すればその人

がどちらのタイプになるかをある程度は知ることができる．具体的には，求職者を面接すれ

ば企業はその人についての印象 s ∈ {良い,悪い}を得るとする．良い労働者になる人を面接し
た企業は，「良い」という印象を確率 1− ε で得て，残りの ε の確率で「悪い」という印象を

得る．悪い労働者になる人を面接した場合も対称的で，確率 1− ε で悪い印象（正しい印象）

を受け，残りの ε の確率で良い印象（間違った印象）を受ける．つまり ε は間違った印象を

受ける確率で，0 < ε < 1/2と仮定する．ε > 0というのは間違った印象を受けることもある

ということで，ε < 1/2というのは印象と事実の間の相関が正だということである．面接の精

度が高いというのは ε > 0が小さい場合に相当する．面接に費用はかからないとする．

企業は無数に存在し，企業の集合は {1,2,3, . . .}とする．良い労働者を雇うと，その労働者
と企業は共同で π > 0の利潤を毎期獲得し，それを α : 1−α の比率で企業と当該労働者の間

で分配する．この π も α も各企業共通の定数とする．

一方，悪い労働者を雇った場合，その労働者と企業が共同で獲得できる利潤はゼロとする．

この利潤の額は企業にも労働者にも観察できると仮定するため，雇用の最初の期に労働者の

良し悪しが企業にも本人にも判明する．しかし，企業は終身雇用を採用しており，悪い労働

者を解雇したりはせず，w ≥
¯
wの賃金を払って雇い続けるとする．ここで

¯
w > 0は外生的な

最低賃金である．

これまで出てきたパラメータは以下の不等式を満たすと仮定する．

g
1−g

ε
1− ε

απ <
¯
w <

g
1−g

1− ε
ε

απ < (1−α)π (A)

これらの不等号の意味は後で判明するが，ここで手短に説明しておくと，１番左の不等号は，

面接をして印象が悪かった新卒を企業は雇わないことを意味する．左から２番目の不等号は，

面接をして印象が良かった新卒を企業は雇うことを意味する．１番右の不等号は，悪い労働

者に対する賃金 wが良い労働者に対する賃金より低いことを意味する．すべての不等号を満

たすことは可能である．

応募者を面接した結果，ĝの確率で良い労働者になると企業が推定したとする．このとき，

この応募者を来期から雇い続けることで企業が得る期待利得の割引合計値は

{
ĝαπ − (1− ĝ)w

}
(δ +δ 2 + · · ·) =

{
ĝαπ − (1− ĝ)w

}
δ/(1−δ ) (1)
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である．ただし δ ∈ (0,1)は割引因子である．この (1)の値が非負であれば企業はこの応募者

を採用することが最適となる．

悪い労働者に対する賃金 w以外はどの企業も実質的に同質だが，企業には序列・格付けが

存在するとする．具体的には，番号が小さい企業の方が序列は上だとする．したがって企業

5より企業 3の方が格上である．得られる利得が同じ企業ならば，求職者は格上の企業を優

先すると仮定する．

各期は以下の４段階ゲームになっている．まず第１ステージでは，各企業 k = 1,2, . . . が同

時に賃金 wk ≥ ¯
wを提示する．各企業の賃金を確認後，第２ステージでは同時に求職者が企業

に応募する．出すことができる応募数の上限はM ≥ 2とする．応募を出すことに費用はかか

らない．第３ステージでは，各企業は各応募者を面接する．印象次第で採用・不採用を決め，

その結果を各応募者に通知する．第４ステージでは，採用通知を受け取った求職者が，採用

通知を出した企業の中から１社を決め，その企業で次期から働くことが確定する．一度就職

した企業から退職はしないと仮定する．

この４段階ゲームが毎期繰り返される．ただし簡単化のために，第１ステージで提示され

る賃金の組が前期までの結果に依存せずに毎期同じ，という定常均衡に限定して考える．

求職者の利得は賃金収入から得られる効用の割引合計値である．具体的には，第 s期に卒

業する求職者の利得は

∞

∑
t=s+1

δ t−su(mt)

である．ただし mt ∈ R+は t 期に得る賃金収入で，u(mt)はそこから得られる効用である．u

は増加関数かつ凹関数で，u(0) = 0を満たすとする．

企業の利得は利潤の割引合計値である．第 t期に提示した賃金をWt とし，第 t期に採用し

た良い労働者の数をGt とし，第 t期に採用した悪い労働者の数を Bt とすると，企業の利得は

Π = (απG1 −W1B1)(δ +δ 2 + · · ·)+(απG2 −W2B2)δ (δ +δ 2 + · · ·)+ · · ·

=
∞

∑
t=1

(απGt −WtBt)δ t/(1−δ )

である．
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3 均衡

3.1 第４ステージ：どの採用通知を取るか

ゲームの均衡を求めるために，任意の期 t = 1,2, . . . を考える．第４ステージでは企業から

採用通知を受け取った求職者がそのうちの１社を選ぶ．応募者の最適選択は，採用通知を出

した企業のなかで最も高い賃金 wを提示した企業を選ぶことである．同じ wを提示する企業

のなかでは格上の企業を優先する．

3.2 第３ステージ：面接した応募者を採用するか

第３ステージでは，面接結果をふまえて企業が応募者の採用・不採用を決めるのだが，採用

にはリスクが伴う．採用した応募者が良い労働者であれば毎期 απ の収入が手に入るが，悪

い労働者であれば収入はゼロで，しかも賃金 wを払い続けなければならない．したがって応

募者を採用すべきかどうかは，良い労働者になる確率がどのぐらいと企業が推定しているか

に依存する．この確率を求めるために，まず応募者が新卒の場合を考える．新卒者を面接し

て印象が良かった場合，その新卒者が良い労働者である確率は

g0 ≡
g(1− ε)

g(1− ε)+(1−g)ε

である．分子は，応募者が良い労働者で，かつ面接で良い印象を与える，という確率である．

分母の第２項は，応募者が悪い労働者で，かつ良い印象を与える，という確率である．した

がって上の分数は，良い印象の応募者が良い労働者である確率である．g0と 1−g0の比率を

求めると

g0

1−g0
=

g
1−g

1− ε
ε

となる．

良い印象の新卒応募者を採用すれば，その応募者から企業が得る期待利得は

(g0απ − (1−g0)w)δ/(1−δ )

である．これが非負であれば応募者を採用することが最適選択となる．この値が非負となる

条件を整理すると

w ≤ g0απ
1−g0

=
g

1−g
1− ε

ε
απ ≡ v0
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を得る．つまり前のステージで約束した賃金が w ≤ v0を満たしている企業は，良い印象の新

卒応募者を採用する．仮定 (A)より v0 > ¯
wである．

印象が悪い新卒はどうか．印象が悪い新卒応募者が良い労働者になる確率を g′0と書くと，

同様の計算より

g′0
1−g′0

=
g

1−g
ε

1− ε

を得る．したがって悪い印象の新卒を採用することが最適選択となる条件は

w ≤
g′0απ
1−g′0

=
g

1−g
ε

1− ε
απ ≡ v′0 (2)

である．仮定 (A)より v′0 < ¯
wなので，上の条件 (2)は満たされない．最低賃金と両立しない

のである．したがって印象が悪い新卒を企業は採用しない．

まとめると，新卒の応募者が採用される場合というのは，賃金が w ≤ v0を満たす企業に対

して応募者が良い印象を与えた場合である．それ以外の場合は採用されない．

次に，１期前にすでに卒業した応募者を考える．いまの設定では一度就職した人は退職し

ないので，卒業後１期間のあいだ無職だった就職浪人生である．卒業後１期間無職だったと

いうことは，前の期に新卒者だったときに就職に失敗したということである．つまり応募し

たM社の企業すべてで悪い印象を与えて落ちたのである．そういう経歴の応募者を面接した

ら印象が良かったという場合，その応募者が良い労働者である確率は

g1 ≡
gεM(1− ε)

gεM(1− ε)+(1−g)(1− ε)Mε

である．分子は，この応募者が良い労働者で，かつ不運にも前の期に受けたM回の面接すべ

てで悪い印象を与え，かつ今回の面接で良い印象を与える，という一連のことが起きる確率

である．分母の第２項は，悪い労働者の場合に同じ面接結果（1勝M敗）を得る確率である．

したがって１期前に卒業した未職者で印象が良い応募者については，採用することが最適

なのは

w ≤ g1απ
1−g1

=
g

1−g

(
ε

1− ε

)M−1

απ ≡ v1 (3)

となる場合である．M ≥ 2という仮定と (A)より v1 < ¯
wとなるので，条件 (3)は満たされな

い．面接で印象が悪かった回数を考えるとリスクが大きすぎるのである．したがって，就職

浪人を１期間した応募者はたとえ面接で印象が良くても採用されない．

就職浪人を２期間した応募者も同じである．就職浪人１年目はどの企業にも採用されない
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ので自動的に浪人２年生になる．ということは，良い労働者である確率は２年目も１年目と

同じ g1のままである．したがって同じ議論により就職浪人２年生も企業は採用しない．同様

に考えると，就職浪人生は何年経ってもどの企業も採用しない．新卒のときに就職に失敗し

てしまうと，その後に就職チャンスはないのである．

3.3 第２ステージ：どの企業に応募するか

第２ステージでは各企業が前のステージで提示した賃金を所与として，どの企業に応募す

るかを各求職者が決める．応募に費用はかからないが，応募数の上限はMである．既卒者は

採用される可能性がないので応募を出すかどうかは無差別である．出しても意味がないので

応募を出さないと考えてもいい．新卒者については，w > v0を満たす企業には採用されない

が，w ≤ v0を満たす企業ならば良い印象を与えれば採用される．したがって新卒者は w ≤ v0

を満たす企業の中で wが最も高いM社の企業に応募する．wが同額の企業がある場合，序列

が上の企業を優先して応募する．

3.4 第１ステージ：賃金をいくらに設定するか

第１ステージでは各企業 k = 1,2, . . . が同時に賃金 wk ≥ ¯
wを選んで提示する．前節の分析

より，新卒は v0以下の賃金のなかで最も高い額を提示する上位M社の企業に応募する．上

位M社から外れた企業には新卒の応募がないので，そうした企業は賃金wを引き上げるイン

センティブを持つ．ベルトラン競争と似たゲーム構造になる．

均衡での賃金の組 (w1,w2, . . .)を考え，v0以下の賃金 wk ≤ v0のなかで上からM番目の値

を yM と書く 3)．すると

yM = v0

である．これを証明するために，背理法を使って yM < v0と仮定する．新卒が応募を出すの

は同じM社の企業なので，新卒の応募がない企業 kが存在する．企業 kが今期新たに獲得す

る利得はゼロである（だれも採用しないので）．一方，この企業が逸脱して yM < w′
k < v0を

満たす賃金 w′
kを設定したとする．すると，w′

kは v0以下の賃金の上位M番以内に入るので，

新卒からの応募が来る．しかも企業の期待利得がゼロになる賃金が v0なので，それより厳密

に低い w′
kは正の期待利得を生む．したがって企業 kは w′

kに逸脱することで利得を増やすこ

とができ，均衡条件に矛盾する 4)．

6



v0以下の賃金で上からM+1番目の値を yM+1と定義すると，

yM+1 = v0

である．この証明にも背理法を使い，yM+1 < v0と仮定する．すると yM+1 < v0 = yM となる

ので，v0に賃金を設定する企業がちょうどM社だけ存在することになる．そのうちの任意の

企業 kを考える．この企業には新卒の応募が来るが，wk = v0なので企業 kが新たに獲得する

利得はゼロである．一方，この企業が逸脱して yM+1 < w′
k < v0を満たす賃金 w′

k を設定した

とする．すると v0以下の賃金の上からM番目の値は w′
kである．ということは，逸脱後もこ

の企業には新卒の応募が来る．しかもw′
k < v0なので企業 kが得る利得は正である．したがっ

て企業 kは w′
kに逸脱することで利得を増やすことができる．これは均衡条件に矛盾する．

以上により yM+1 = v0 は均衡の必要条件だと分かったが，逆に十分条件でもある．実際，

yM+1 = v0が成立していると，どの企業についても今期新たに得る利得はゼロであり，どう逸

脱しても利得はゼロのままである．

４段階ゲームの均衡結果をまとめると，第１ステージでは最低でもM+1社以上の企業が

賃金を v0に設定する．第２ステージでは，賃金を v0に設定する企業のうちで序列が上から

M番目までの企業に新卒は応募を出す．第３ステージでは，その上位M社の企業は印象が良

かった新卒を採用する．第４ステージでは，新卒は採用通知を出した企業のうちで最も格上

の企業に就職する．

各新卒者の均衡での期待利得は

U =
{

g(1− εM)u
(
(1−α)π

)
+(1−g)

(
1− (1− ε)M)

u(v0)
} δ

1−δ
(4)

である．各企業の期待利得はゼロである．

4 既卒と新卒が区別できない場合

前節の均衡の一大特徴は，既卒者が全く採用されないことである．既卒者は，新卒時に多

数の企業の面接を受けてすべての企業に悪い印象を与えたのだから，良い労働者である確率

はかなり低いと企業に判断されるのである．就職活動をしたことがない既卒者でも，新卒の

ときは就職活動をすることが均衡行動なのだから，就職活動をしなかったという証拠がない

以上，きっと就職活動をしたはずだと企業に判断され，就職に失敗した既卒者と同じ扱いを

受けることになる．

こうした現状に直面すると，既卒者も新卒者と同じ扱いを受けることができるようにする

政策を考えることが自然となる．ただ，既卒と新卒を同様に扱うよう企業にお願いをしても，
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ゲームの構造が変わらない以上は均衡行動も変わらない．既卒と新卒を企業が判別できる現

状では，両者を別扱いすることが企業にとって最適な行動となる．既卒と新卒が同じ扱いを

受けるよう企業を誘導するには，既卒と新卒が本当に判別不能になるような政策を考えるの

が自然である．

そこで本節では，卒業後１年経つ人と新卒者が判別不能になる政策がもし実施されたらど

うなるかを考察する．具体的にどういう政策が考えられるかというと，卒業後１年以内の人

と新卒者の成績証明書については，卒業年月に２通りの可能性があるように工夫することを

大学等に義務づけることが考えられる．また学生の履歴書についても，新卒者または卒業後

１年以内であることを理由に，年月日に２通りの可能性があるように書くことを学生に義務

づける．

ただ，これだけでは同じ企業に過去にも応募したことがある学生は既卒だと企業に分かっ

てしまう．つまり企業は内部資料を使って新卒と既卒をある程度は判別できる．これも不可

能にするには，企業がリクルート活動で入手した応募者情報は，次年度の就職活動が始まる

までに廃棄を義務づける，といったことが考えられる．

こうした政策の実施はかなり難しいと考えられる．その一方で，もしこうした政策の効力

が絶大ならば，困難であっても政策の実施を考える必要があるだろう．そこで本節では，上

記のような政策が実施されたとして，ゲームの均衡がどうなるかを考える．

上記の政策が実施された場合，ゲームの構造はどう変わるか．まず，応募者が今期に卒業

する新卒なのか前期に卒業した既卒１年生なのかの情報を，企業は外部資料として受け取る

ことができない．また，過去の応募者の内部情報を破棄する義務があるため，以前にだれを

面接してだれを不採用にしたかという企業の記憶は消去される．したがって，応募者が新卒

か既卒１年目なのか，外部資料も内部資料もないために企業は判別することができない．判

別できないので，どちらの応募者も同様に扱わざるを得ない．

以下では新卒者と既卒１年生が同一行動を取る均衡に限定して考える．また，彼らのうち

の１人が均衡から逸脱して均衡では応募しない企業に応募した場合，企業はどちらのタイプ

の応募者にも全員同じ確率を割り振るとする．つまり，その逸脱者がどちらのタイプかの確

率分布は，その時点で存在する新卒者と既卒１年生の割合に一致すると企業は考える．逸脱

を含めて新卒者と既卒１年生が同一に扱われる均衡に限定するわけである．

したがって，新卒を含む卒業後１年以内の応募者を面接したところ印象が良かった場合，企

業はその応募者が良い労働者である確率を

g01 ≡
g
(1

2 +
1
2 εM

)
(1− ε)

g
( 1

2 +
1
2 εM

)
(1− ε)+(1−g)

(1
2 +

1
2(1− ε)M

)
ε
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と考える．g01と 1−g01の比率は

g01

1−g01
=

g
1−g

1− ε
ε

1+ εM

1+(1− ε)M

である．したがって，この応募者を採用することが最適選択となる条件は

w ≤ g01απ
1−g01

=
g

1−g
1− ε

ε
1+ εM

1+(1− ε)M απ ≡ v01

である．この v01を書き換えると

v01 =
1+ εM

1+(1− ε)M v0

である．εM < (1− ε)M なので v01 < v0である．仮定 (A)のもとでも v01 > ¯
wとなるかは一概

に言えない．しかし，Mが十分に大きいと v01はほぼ v0に等しくなる．v0 > ¯
wなので，Mが

十分に大きければ v01 > ¯
wとなる．そこで以下ではMは十分に大きいと考え，v01 > ¯

wと仮定

する．

v01 > ¯
wであれば，賃金を w ∈ (

¯
w,v01)に設定した企業は卒業後１年以内で印象が良かった

応募者を採用する．それをふまえると，卒業後１年以内の人は w ≤ v01を満たす企業のなか

で wが最も高いM社の企業に応募する．

以前の議論と同様，上からM番目の賃金の額を yMと書くと，yM = v01となる．もし yM < v01

であれば，卒業後１年以内の人からの応募がない企業 kが w′
k ∈ (yM,v01)を提示することで得

をするからである．また yM+1 = v01となるのも同じである．もし yM+1 < v01ならば，wk = v01

と設定している企業が賃金を下げるインセンティブを持つからである．したがって均衡では

最低でもM+1社の企業が wk = v01と設定する．卒業後１年以内の人が応募するのはそのう

ちの序列がM番目までの企業である．

新卒者の均衡利得は

U01 =
{

g(1− εM)
(
1+δεM)

u
(
(1−α)π

)
+(1−g)

(
1− (1− ε)M)(

1+δ (1− ε)M)
u(v01)

} δ
1−δ

(5)

となる．政策がない場合の利得は (4)式のU なので，それとの大小比較をする．(5)から (4)

を引くと，δεM > 0なので

U01 −U > (1−g)
(
1− (1− ε)M){(

1+δ (1− ε)M)
u(v01)−u(v0)

} δ
1−δ

(6)
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となる．uは凹関数なので

u(v01) = u
(

1+ εM

1+(1− ε)M v0

)
≥ 1+ εM

1+(1− ε)M u(v0)

である．これを (6)に戻すと

U01 −U > (1−g)
(
1− (1− ε)M){(

1+δ (1− ε)M
)
(1+ εM)

1+(1− ε)M −1

}
u(v0)

δ
1−δ

となる．δ が十分に１に近いと {· · ·}の中身はほぼ εMに等しくなって正となる．したがって

δ が１に近いとU01 >U となり，政策が実施される方が求職者の利得は高くなる．政策が実

施されると賃金は v0から v01に下がるが，就職できるチャンスが２度になって，差し引きで

考えると求職者の効用は上がるのである．

δ ≈ 1で効用関数は危険中立的な u(m) = mという場合で直感的に考えると，悪い労働者が

就職できる確率は政策が実施されない場合は 1− (1− ε)M で，政策が実施されると (1− (1−
ε)M)(1+(1−ε)M)になる．したがって政策の導入で就職確率は 1+(1−ε)M倍になる．一方，

賃金は v01/v0 = (1+ εM)/(1+(1− ε)M)倍になる．２つを掛け合わせると，賃金の期待額は

1+ εM 倍になる．εM > 0なので期待賃金は政策によって増えるのである．

5 おわりに

今回のモデルで明らかになったことは，就職市場において厳密な新卒者が優先されるとい

う特異で日本的とされる慣行が，標準的な部品を使った経済学の数理モデルで再現できると

いうことである．モデルの部品のなかで非標準的なものと言えば，企業が終身雇用を採用す

るところである．したがって今回のモデルによって，厳格な新卒者優先が終身雇用経済では

自然に発生する，ということが標準的な経済学の枠組みで説明できたと考えられる．

10



注

1)新卒一括採用については，例えば内閣府 (2006)や太田 (2010)，竹内 (1995)を参照．
2)経済学において活発に研究されているのは，求職者が卒業する時に労働市場の状態が良

いか悪いかで，その人のその後の雇用状況が持続的に影響されることを実証する研究である．

例えば大竹・猪木 (1997)や玄田 (1997)．展望論文は太田・玄田・近藤 (2007)．またその一連

の研究の１つのGenda et al. (2010)では，新卒者の能力を知る学校が，新卒者を企業に紹介す

るモデルが考察され，企業は既卒者をランダムに採用するより，学校が紹介する能力の高い

新卒者を採用する方を選ぶことが示されている．また，新卒市場のしくみは教育社会学でも

活発に研究されている．たとえば苅谷 (1991)や苅谷・本田 (2010)を参照.
3)したがって |{k ∈ N : yM ≤ wk ≤ v0}| ≥ Mかつ |{k ∈ N : yM < wk ≤ v0}|< Mである．
4)定常均衡を考えているので，逸脱は来期以降の結果に影響しない．
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